






















































































































































































































































































運用資産の取得に関する意思決定フローの概要は、次のとおりです。 
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運用資産の売却に関する意思決定フローの概要は、次のとおりです。 
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（オ）運用資産の賃貸及び管理に関する運営体制 

 運用資産の賃貸及び管理（賃貸及び管理については年度資産管理計画に規定されていない場合で、かつ本投

資法人（本投資法人が不動産を保有する場合）又は本投資法人の保有する信託受益権に係る受託者が新たなプ

ロパティ・マネジメント業務委託契約、マスターリース契約又は大規模修繕（費用が１億円以上のものをいう

ものとします。）に係る請負契約を締結する場合及び利害関係者との取引に該当する場合とします。）に関す

る業務についても、運用資産の取得と同様の運営体制（但し、物件デュー・ディリジェンスの作業並びにイン

ベストメント委員会における審議及び決議を除きます。）で実行されます。なお、運用資産の賃貸及び管理に

関する業務についての起案部は、運用チームとなります。 

 

 プロパティ・マネジメント業務は、以下の方針に従って委託するものとします。 

 

ａ．プロパティ・マネジメント業務の発注方針 

個別物件のキャッシュフローの中長期的な極大化を目指すべく、以下の方針を当該個別物件の管理会社（以

下「プロパティ・マネジメント会社」といいます。）と共有し、テナントの満足度の向上による収入の維持改

善と経費の削減を目指すものとします。 

（ⅰ）既存テナントとの信頼関係強化に努め、契約の継続と賃料水準の維持改善に努めること 

（ⅱ）新規テナントリーシングにおいては、市場動向の掌握に基づくテナント営業を行い、賃料発生期間と賃

料水準の最大化に努めること 

（ⅲ）管理費用や工事費用の支出にあたっては、費用対効果を考慮した効率的管理運営を行い利益の最大化に

努めること 

 

なお、上記の方針を踏まえ、以下の事由を十分に斟酌し、プロパティ・マネジメント会社に対する業務委託

に際しては、原則として三井不動産に委託するものとします。 

（ⅰ）本投資法人は、三井不動産が開発した物件を重点的に取得する投資戦略とするため、かかる物件を本投

資法人が取得する時点においては、三井不動産によるテナントリーシング後、三井不動産がプロパテ

ィ・マネジメント業務を行っており、既に既存テナントとの信頼関係を構築していること 

また、三井不動産が開発した物件か否かにかかわらず、三井不動産が運営管理するオフィスビル、商業

施設及び物流施設におけるテナント数千社との長期安定的な信頼関係及びこれらのテナントとの信頼関

係の強化のためノウハウをもって、本投資法人の既存テナントとの信頼関係の強化、併せて契約の継続

と賃料水準の維持改善にも活用できるとの相当の蓋然性が認められること 

（ⅱ）（ⅰ）と同様に、三井不動産が運営管理するオフィスビル、商業施設及び物流施設におけるテナント数

千社との長期安定的な取引実績をもって、本投資法人におけるリーシングにおいて、新規テナント営業

及び賃料発生期間と賃料水準の最大化に活用できるとの相当の蓋然性が認められること 

（ⅲ）三井不動産が管理するオフィスビル、商業施設及び物流施設における数百棟の管理実績により培われた

知見及びノウハウをもって、本投資法人における管理費用や工事費用の支出にあたって、費用対効果を

考慮した効率的管理運営を行い利益の最大化に活用できるとの相当の蓋然性が認められること 

 

また、三井不動産にプロパティ・マネジメント業務を委託することは、「利害関係者取引規程」に定める利

害関係者取引に該当することに鑑み、本投資法人は、原則として、三井不動産にプロパティ・マネジメント業

務を委託し、三井不動産が備えているテナントリレーション、リーシング力及び施設管理ノウハウを含めて積

極的に活用することを、投資口発行時のみならず、ホームページ及び日常のＩＲ等を通じて継続的に広く投資

家に開示する方針とします。 

 

ｂ．プロパティ・マネジメント会社の委託・評価基準 

前記ａ．に記載のとおり、プロパティ・マネジメント会社に対する業務委託に際しては、原則として三井不

動産に委託するものとしますが、その他の会社に委託する場合にも後記の項目に掲げる内容を総合的に考慮

し、適切な委託先を選定します。但し、業務委託を受けるプロパティ・マネジメント会社が「利害関係者取引

規程」に定める利害関係者に該当する場合は、後記の要件に加えて「利害関係者取引規程」に定める基準及び

手続が充足された場合にのみ、当該者に対する業務委託を行うものとします。 

（ⅰ）業歴 

(a)プロパティ・マネジメント業務の相応な実績がある、又は、当該個別物件のプロパティ・マネジメン

ト業務をこれまで担っており当該物件の状況や特性について習熟している等の理由により、業務が適

切に遂行される能力があると認められること 

（ⅱ）財務体質 

(a)信用調査の結果、財務状況等に問題がなく、業務の継続的な遂行が確実であると認められること 
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（ⅲ）組織体制 

(a)社内規程（業務、コンプライアンスなど）の整備状況 

(b)従業員数 

(c)コンプライアンス態勢、業務監査態勢の整備状況 

(d)対象となる運用資産における実績、運用計画に沿った業務遂行の実現性及び運用の継続性 

(e)利益相反回避態勢の整備状況（複数社から見積を取得するなど利益相反回避の対応態勢が整備されて

いること） 

(f)賃貸管理、建物管理、工事監理等に関する有資格者数 

(g)プロパティ・マネジメント業務に関する適切なシステム化が整備されていること 

（ⅳ）当該物件所在地域の不動産市場に関する知識・経験 

(a)当該エリアでのプロパティ・マネジメント業務実績を有し、当該エリア内の市場賃料、需給動向等の

情報を有していること 

（ⅴ）当該物件に関する精通度合い及びテナントとの関係 

(a)当該物件の受託期間 

(b)テナントとのトラブルの有無 

（ⅵ）新規テナントの募集能力 

(a)当該物件の用途及び所在地域において、新規テナント募集実績があり、かつ安定的な新規テナント募

集活動が期待できること 

（ⅶ）当該物件に関するレポーティング能力 

(a)ビジネスプラン及び月次レポートの作成能力があること 

（ⅷ）報酬及び手数料水準 

(a)報酬水準が、その業務遂行能力、市場水準等を勘案した上で妥当なものであること 

（ⅸ）社会的属性 

(a)直近の３年間に、重大な法令違反、不祥事等の発生した事実のないこと。その他法令等の遵守態勢に

問題がないこと 

(b)反社会的勢力に属していない、関係を有していないこと 

 

ｃ．プロパティ・マネジメント業務委託契約の更新評価基準 

プロパティ・マネジメント業務委託契約の更新に当たっては、上記の委託評価基準に加え、後記項目の内容

を考慮し、総合的に判断します。 

 

（ⅰ）委託期間中にプロパティ・マネジメント業務委託契約の重大な違反がないこと 

（ⅱ）委託期間中に重要な事項についての報告、金銭に関する精算業務に不適切な事実がないこと 

（ⅲ）業務が適切に遂行される体制・能力があると認められること 

なお、契約更新時に限らず、委託者は、業務受託者たるプロパティ・マネジメント会社の業務の品

質を定期的にチェックします。 

 

（カ）資金調達に関する運営体制 

 資金調達に関する業務についても、運用資産の賃貸及び管理と同様の運営体制で実行されます。なお、資金

調達に関する業務についての起案部は、財務企画チームとなります。 

 

- 142 -



運用資産の賃貸及び管理、並びに資金調達に関する意思決定フローの概要は、次のとおりです。 
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（キ）海外不動産等に対する投資に関する運営体制 

ａ．海外不動産等の投資対象地域 

本資産運用会社は、本投資法人の資産の運用として、海外不動産等に対する投資を行うことがあります。

本資産運用会社が海外不動産等の投資対象地域を決定するにあたっては、本投資法人の投資方針等との整合

性や投資対象地域の不動産市場の成長性及び安定性等の市況を考慮することはもとより、投信協会の制定す

る「不動産投資信託及び不動産投資法人に関する規則」を踏まえ、次の点も総合的に考慮した上で、投資対

象地域を選定します。 

（ⅰ）不動産等の使用、収益、処分に係る権利を適正に確保するための法制等が整備されていること 

（ⅱ）不動産等に係る権利の内容について第三者に対抗することができるための登記制度等の制度が整備さ

れていること 

（ⅲ）不動産等に係る取引契約を適正に締結・履行するための法制等が整備されていること 

（ⅳ）取引に使用する通貨について、為替相場が適正に公表され、必要に応じて遅滞なく邦貨に転換できる

こと 

（ⅴ）資金決済、送金等が適正に行える環境が備わっていること 

（ⅵ）裁判等の紛争処理制度が整備されていること 

なお、このような観点から検討を行った結果、本資産運用会社が行う海外不動産等の投資対象地域は、当

面の間、シンガポール、マレーシア、タイ、台湾、中国等のアジア地域を中心に、中長期的に安定した経済

基盤や、人口増加による経済成長が見込める地域とします。 

 

ｂ．海外不動産等に対する投資に係る本資産運用会社の社内体制整備 

本資産運用会社は、海外不動産等に対する投資に係る各種業務について、国内不動産への投資に係る業務

分掌と同様に、投資企画チーム、運用チーム、財務企画チーム等において各分掌業務を行います。すなわ

ち、海外不動産等の取得及び売却等に関する各種業務については投資企画チームにおいて、海外不動産等の

管理、賃貸及び大規模修繕等に関する各種業務については運用チームにおいて、海外不動産等の取得等に係

る資金計画及び借入金調達等に関する各種業務については財務企画チームにおいて、海外不動産等や現地

国・地域に係る情報開示に関する各種業務については財務企画チーム及びコーポレートチームにおいて、海

外不動産等や現地国・地域に係る法令等遵守に関する業務についてはチーフ・コンプライアンス・オフィサ

ーにおいて主として行うものとします。なお、海外不動産等に対する投資に関する各チーム等の担当業務の

詳細については、前記「② 業務分掌体制」の＜各組織が担当する業務の概略一覧表＞に記載のとおりで

す。 

本資産運用会社は、海外不動産等に対する投資に係る業務の適正な遂行のため、投資対象地域における不

動産関連法制・税制等や投資対象の候補となる物件の状況などについて必要となる一定の知識を有する者

を、海外不動産担当者として必要に応じて配置するものとします。 

本資産運用会社は、時差や言語の違いにかかわらず、現地国・地域からの海外不動産等に係る適時適切な

情報の取得や取得した情報の内容に応じた適時適切な対応・対策を行うことができるよう、海外不動産等に

係る情報管理体制として、現地国・地域におけるプロパティ・マネジメント会社等との間の平時・有事にお

ける緊密な連絡体制を構築するものとし、また当該現地国・地域におけるプロパティ・マネジメント会社等

との業務連絡の記録等を適切に保管するものとします。また、本資産運用会社は、本投資法人が投資を行っ

た海外不動産等や本投資法人の投資対象地域とした現地国・地域に係る情報を、投資家に対して適時適切に

開示するものとします。 

 

ｃ．海外不動産等の取得等に係る業務運営体制 

（ⅰ）スポンサーサポート 

海外不動産等の取得にあたっては、原則として、スポンサーである三井不動産グループ（海外現地法

人等を含みます。）が、取得、開発、管理運営等に関与し、投資判断や管理運営を行う上で十分なサポ

ートが受けられる海外不動産等を投資対象とします。具体的な取得に際しては、本資産運用会社と三井

不動産グループとの間で、当該投資対象地域の不動産投資に関する各種サポートに関する覚書を締結す

る予定です。 

（ⅱ）海外不動産等の取得、譲渡、賃貸及び管理を行う社内組織に関する事項 

海外不動産等の取得に関する社内の意思決定フローは、前記「（エ）運用資産の取得を行う社内組織

に関する事項」に記載のとおり、国内不動産の取得と同様のプロセスで行われます。また、海外不動産

等の売却その他の処分、賃貸及び管理に関する意思決定フロー並びに資金調達に関する業務について

も、前記（オ）ないし（キ）に記載のとおり、国内不動産の場合と同様のプロセスで行われます。 
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（ⅲ）海外不動産等の取得に係るデュー・ディリジェンス体制 

海外不動産等の取得にあたっては、取得しようとする海外不動産等について、原則として、国内の不

動産を取得する場合と同程度の調査を行うとともに、現地国・地域や物件の情報を適切に入手するため

の措置を講じるものとします。具体的には、投資対象候補となった海外不動産等の収益性や成長性等の

経済的調査を本資産運用会社自ら又は信頼できる業者に委託して行うほか、(a)不動産鑑定評価書によ

る鑑定評価額の調査、(b)エンジニアリング・レポート等による不動産等の状況調査、(c)法務デュー・

ディリジェンスによる不動産等の権利関係等の法的調査を、それぞれの専門家に委託して行います。 

なお、前記(a)の不動産鑑定評価書の入手にあたっては、まず、取引相手方及び本資産運用会社から

の第三者性が確保でき、かつ鑑定実績から信頼性の確保ができる不動産鑑定業者を選定します。そし

て、当該業者の不動産鑑定士は、投資対象地域において専門職業家として認定又は公認された資格・称

号を有する不動産鑑定人（以下「現地鑑定人」といいます。）を選任し、国土交通省の定める「海外投

資不動産鑑定評価ガイドライン」（平成20年１月25日策定）に従って、現地鑑定補助方式（現地鑑定人

に、鑑定評価を行うために必要となる基礎資料等の収集・提供その他の不動産鑑定士が行う鑑定評価の

補助作業に係る役務の提供を受けて鑑定評価を行う方式）又は現地鑑定検証方式（現地鑑定人に鑑定評

価の報告を依頼し、現地鑑定人が行った鑑定評価を不動産鑑定士が検証することにより鑑定評価を行う

方式）により鑑定評価を行います。本資産運用会社は、現地鑑定補助方式によって作成された鑑定評価

報告書又は現地鑑定検証方式によって作成された鑑定評価検証報告書及び現地鑑定人が作成した現地鑑

定報告書により構成される不動産鑑定評価書を取得することにより、海外不動産等の鑑定評価額を調査

するものとします。 

また、前記(b)のエンジニアリング・レポート等の入手にあたっては、取引相手方及び本資産運用会

社からの第三者性が確保でき、かつ業務実績から信頼性の確保ができる業者を選定します。当該業者が

投資対象地域の法制等に照らして海外不動産等の土地や建物の状況等に関する実地調査を行い、エンジ

ニアリング・レポート等を作成し、本資産運用会社は、当該投資対象地域の業者が作成したエンジニア

リング・レポート等を取得することにより、海外不動産等の土地建物に関する状況調査を行うものとし

ます。 

さらに、前記(c)の法務デュー・ディリジェンスの方法も、前記(b)の場合と基本的に同様です。すな

わち、不動産投資ファンド関連業務の経験を基本に規模・業務実績等を勘案して、投資対象地域の法律

事務所を選定します。そして、投資対象地域の法律事務所が投資対象地域の法制等に照らして海外不動

産等に係る法的調査を行います。本資産運用会社は、当該投資対象地域の法津事務所が作成した法務デ

ュー・ディリジェンス・レポートを取得することにより、海外不動産等の法務デュー・ディリジェンス

を行うものとします。 

以上の点のほか、海外不動産等の取得に際しては、海外特有の法制度や届出書類があると考えられる

ため、現地物件管理者や専門家と情報交換を密にして検討を進めることに留意します。特に、海外不動

産等に対する投資及び当該不動産の不動産鑑定評価に関しては、国土交通省土地・建設産業局不動産市

場整備課不動産投資市場整備室及び同局地価調査課鑑定評価指導室の各室への相談、連携を徹底しま

す。 

（ⅳ）海外不動産等の資産管理に係る体制 

海外不動産等を取得した後の物件の維持管理にあたっては、投資対象地域の事情に精通した信頼のお

けるプロパティ・マネジメントを行える体制を構築するため、国内のプロパティ・マネジメント会社選

定基準に準じてプロパティ・マネジメント会社の選定を行い、三井不動産グループの海外現地法人等の

サポートを受けつつ管理・運営を行うものとします。そして、各種情報の交換、指図、その指図に関し

てのフィードバック等が迅速に行われ、日々の不動産の管理業務を滞りなく適正に行うべく、本資産運

用会社はプロパティ・マネジメント会社との堅固な連絡・協力体制を構築します。 

（ⅴ）海外不動産等の適時開示に係る体制 

海外不動産等の投資にあたっての適時開示は、基本的に国内不動産に投資する場合と同様の社内プロ

セスで行われます。また、海外不動産等についての情報収集については、各物件のプロパティ・マネジ

メント会社からの情報に加えて、三井不動産グループの海外現地法人等、リレーションのある不動産会

社や金融機関等から幅広く情報を収集します。情報の分析判断にあたっては、本資産運用会社において

配置された、当該国における不動産投資運用にあたって必要となる一定の知識を有する海外不動産担当

者を中心に、三井不動産グループの海外現地法人等のサポートを踏まえて適切に判断を行うものとしま

す。 

（ⅵ）海外不動産等のリスク管理に係る体制 

海外不動産等の投資にあたってのリスク管理は、基本的に国内不動産に投資する場合と同様の社内プ

ロセスで行われます。海外不動産等の投資にあたっては、当該国の政治・経済・社会動向・外国為替相

場動向の一般的なマクロ分析、司法制度・会計制度・税務制度の詳細な調査、不動産市場や物流不動
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産・インダストリアル不動産マーケットのミクロ分析を踏まえて総合的に分析を行い、海外不動産固有

のリスク（カントリー・リスク、オペレーショナル・リスク、為替リスク等）を勘案して、慎重に投資

を行います。 

 

④ コンプライアンス体制（法令等遵守確保のための体制） 

（ア）コンプライアンス委員会 

ａ．構成員 

 構成員は、チーフ・コンプライアンス・オフィサー、取締役社長、及び、外部委員（スポンサー関連会社

と利害関係のない弁護士とし、取締役会で選任されるものとします。以下、本（ア）において同じです。）

とします。 

ｂ．委員長 

 チーフ・コンプライアンス・オフィサー 

ｃ．開催時期・方法 

 原則として３ヶ月に１回以上開催するほか、委員長が必要と判断したときは随時開催することができま

す。 

ｄ．決議事項 

（ⅰ）コンプライアンスに関する規程（コンプライアンス委員会規程、コンプライアンス規程、インサイ

ダー取引防止規程、個人情報保護規程、内部相談・通報制度規程、苦情処理規程、内部監査規程を

含みますが、これらに限られません。）、方針、制度等の策定又は改廃に関する事項 

（ⅱ）コンプライアンス・マニュアル、コンプライアンス・プログラム、その他のコンプライアンスに関

する規則の策定又は変更に関する事項 

（ⅲ）利害関係者取引に関する規程（利害関係者取引規程を含みますが、これに限られません。）、方

針、制度等の策定又は改廃に関する事項 

（ⅳ）利害関係者との間の取引に関する事項 

（ⅴ）利害関係者取引規程に定める事項 

（ⅵ）その他コンプライアンス委員会で審議することが必要であるとチーフ・コンプライアンス・オフィ

サーが認める事項 

 

ｅ．決議方法 

（ⅰ）コンプライアンス委員会は、チーフ・コンプライアンス・オフィサー及び外部委員の出席並びに議決

権を有する構成員の３分の２以上の出席により成立し、対象となる議案について議決権を有する出席

委員のうちチーフ・コンプライアンス・オフィサー及び外部委員の賛成並びに出席者の３分の２以上

の賛成により決議されるものとします。但し、利害関係者取引規程に定める利害関係者との取引に係

る事項については、出席委員全員の賛成によるものとします。このように、チーフ・コンプライアン

ス・オフィサー及び外部委員は、単独で議案を否決できる権限を有しています。 

（ⅱ）対象となる議案について特別の利害関係を有する委員は、決議に加わることができないものとしま

す。 

（ⅲ）各委員は、１人につき１個の議決権を有するものとします。なお、職位を兼任している場合であって

も議決権は各委員につき１個とします。 

（ⅳ）委員長は、コンプライアンス委員会の構成員以外のオブザーバーをコンプライアンス委員会に同席さ

せて、その意見又は説明を求めることができます。 

（ⅴ）コンプライアンス委員会の構成員が欠席した場合には、委員長は、欠席した構成員に対し、議事録の

写しの交付又は提供その他の適切な方法により、議事の経過の要領及びその結果を遅滞なく報告する

ものとします。 

（ⅵ）コンプライアンス委員会は、その審議の結果、起案書類について法令等の遵守、その他コンプライア

ンス上の問題が存在すると判断した場合には、当該議案を起案した部署に対して当該起案書類の修正

及び再提出又は廃案を指示します。修正及び再提出の指示を受けた起案書類については、修正後に再

度、コンプライアンス委員会による法令等遵守上の問題の有無に関する審査を受け、その承認を得な

ければならないものとします。 

（ⅶ）チーフ・コンプライアンス・オフィサーは、コンプライアンス委員会の決議事項に関し、必要に応じ

て取締役会に報告するものとします。但し、取締役会の開催時期等に鑑みて取締役会に報告すること

が難しい場合には、取締役会の全構成員に個別に報告することをもって取締役会への報告に代えるこ

とができるものとします。 
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（イ）コンプライアンス体制 

ａ．コンプライアンスに関する事項 

 本資産運用会社は、本投資法人の資産運用業務が本投資法人の投資主の資金を運用する行為であるという

重要性を理解し、適正な運用体制を構築するため、本資産運用会社のコンプライアンスに関する事項の責任

者としてチーフ・コンプライアンス・オフィサーを任命し、他の部門に対する社内牽制機能の実効性を確保

します。さらに、コンプライアンス委員会の設置運営により重層的な法令等遵守体制を確立します。 

 チーフ・コンプライアンス・オフィサーは、本資産運用会社におけるコンプライアンス責任者として、社

内のコンプライアンス体制を確立するとともに、法令その他のルールを遵守する社内の規範意識を醸成する

ことに努めます。また、役職員等に対するコンプライアンス研修等の企画・実施による役職員等のコンプラ

イアンス意識の向上及び周知徹底を図ります。このため、チーフ・コンプライアンス・オフィサーは、本資

産運用会社による本投資法人のための資産運用における業務執行が、法令、本投資法人の規約、その他の諸

規程等に基づいていることを常に監視し、日常の業務執行においてもコンプライアンス遵守状況の監視監督

を行います。 

 かかるチーフ・コンプライアンス・オフィサーの職責の重大性に鑑み、コンプライアンス・オフィサーに

は、法令・規範の遵守のための十分な審査・監督能力を有する人材を選任します。 

 

ｂ．内部監査に関する事項 

（ⅰ）内部監査の組織体制及び内容 

(a) 内部監査規程に定める内部監査は、チーフ・コンプライアンス・オフィサーが内部監査責任者とし

てこれを行います。 

(b) 取締役社長は、チーフ・コンプライアンス・オフィサーの要請に基づき、内部監査の対象部署（以

下「被監査部門」といいます。）に属さない職員等の中から必要な数の担当者（以下「内部監査担当

者」といい、内部監査責任者及び内部監査担当者を、以下、個別に又は総称して「内部監査人」とい

います。）を臨時に任命し、内部監査を行わせることができます。但し、臨時の内部監査担当者は、

直近１年以内に担当した業務の内部監査を行うことはできません。 

(c) 上記(a)及び(b)にかかわらず、チーフ・コンプライアンス・オフィサーの業務に関する内部監査に

ついては、財務本部が担当し、財務本部長が内部監査責任者としてこれを実施します。 

(d) 取締役社長は、社外の専門家等を内部監査担当者として任命し、内部監査を行わせることができま

す。 

 内部監査の対象は本資産運用会社の全ての組織、部署及びその業務とします。チーフ・コンプライアン

ス・オフィサーは、各事業年度の初めに、コンプライアンス・プログラムの一環として、年度内部監査計

画の概要を起案し、コンプライアンス委員会の審議及び決議の上、取締役会に審議及び決議を求めるもの

とします。なお、取締役会にて決定された後、チーフ・コンプライアンス・オフィサーは、同計画に基づ

き具体的な内部監査の時期、項目、方法等を内容とする個別の内部監査実施計画を作成し、取締役社長の

決裁で決定します。 

内部監査人は、年度内部監査計画及び内部監査実施計画に基づき内部監査を実施します。なお、内部監

査人は、効率的かつ効果的な監査の実施に努めるものとします。 

内部監査責任者は、内部監査計画に定める定期監査のほか、取締役社長の指示により、特別監査を行う

ものとし、特別監査は予告無しで行うことができるものとします。 

 

（ⅱ）内部監査の報告及び是正 

(a) 内部監査責任者は、内部監査終了後速やかに、監査結果について「内部監査報告書」を作成してこ

れを取締役社長及び取締役会に提出し、報告します。また、その写しをもって被監査部門に通知する

ものとします。 

(b) 内部監査報告書には、内部監査実施中に発見した重要な指摘事項及び改善指摘事項を記載するもの

とします。 

(c) 取締役社長は、上記(a)及び(b)の「内部監査報告書」記載の監査結果を踏まえて、必要と判断され

る場合は「改善指示書兼報告書」をもって、当該被監査部門に改善指示を行うことができるものとし

ます。 

(d) 上記(c)の改善指示を受けた被監査部門長は、「改善指示書兼報告書」で指摘された問題点につい

て、遅滞なく問題点の改善計画を作成し、取締役社長及び内部監査責任者へ報告するものとします。 

(e) 内部監査責任者は、上記(d)に基づく改善状況の確認を行わなければならないものとします。また、

上記(d)の報告内容を検討し、内部監査が有効に機能しているかの確認を行うものとします。 
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⑤ 法人関係情報の管理体制 

（ア）管理責任者 

 本資産運用会社は、チーフ・コンプライアンス・オフィサーを法人関係情報の管理責任者とします。 

 

（イ）管理体制 

 本資産運用会社は、「インサイダー取引防止規程」を制定し、本資産運用会社の役職員が、未公表の上場

会社等の業務等に関する重要事実（金融商品取引法第166条第１項に規定するものをいいます。）等を利用

して、当該上場会社等の有価証券等の売買その他これに類する行為を行うことを禁止しています。 

 本資産運用会社は、法人関係情報の適切な管理に資するため、法人関係情報の管理業務を財務本部コーポ

レートチームに担当させるものとし、チーフ・コンプライアンス・オフィサーを法人関係情報の管理責任者

（以下「法人関係情報管理責任者」といいます。）と定めています。役職員等は、法人関係情報又はそれに

該当するおそれのある情報を取得した場合は、直ちにその情報を法人関係情報管理責任者に報告しなければ

ならないものとします。 

 

⑥ リスク管理体制 

 本投資法人は、投資運用に係る各々のリスクに関し、本投資法人自らが投信法及び関連法規に定められた規則

を遵守するとともに、本資産運用会社において適切な社内規程の整備を行い、併せて必要な組織体制を敷き、役

職員に対する遵法精神を高めるための教育等の対策を講じています。 

 具体的な取り組みは、以下のとおりです。 

 

（ア）本投資法人について 

 本投資法人は、執行役員１名及び監督役員２名により構成される役員会により運営されています。役員会

は３ヶ月に１回以上、必要に応じて随時開催され、法令及び本投資法人の「役員会規則」に定める決議事項

の決議や本資産運用会社及び本投資法人の執行役員の業務の執行状況等の報告が行われます。これにより、

本資産運用会社又はその利害関係人等から独立した地位にある監督役員が業務の執行状況を監督できる体制

となっています。 

 また、監督役員は必要に応じて本資産運用会社及び資産保管会社等から本投資法人の業務及び財産の状況

に関する報告を求め、又は必要な調査を行うことができるものとしています。 

 

（イ）本資産運用会社について 

 本資産運用会社は、各種リスクを適切に管理するために、社内規程として「リスク管理規程」を制定し、

重大なリスクが生じた場合には、遅滞なく取締役社長に報告する旨定めています。 

 加えて、利益相反リスクに対しては、本投資法人の利益が害されること防止するために、「利害関係者取

引規程」を制定し、厳格な利益相反対応ルールを設定しています。 

 また、本資産運用会社は、コンプライアンスに関して、法令等遵守の徹底を図るため、「コンプライアン

ス規程」及び「コンプライアンス・マニュアル」を制定するとともに、具体的な法令等遵守を実現させるた

めの実践計画である「コンプライアンス・プログラム」を策定し、これに従って法令等遵守の実践に努めま

す。 

 さらに、本資産運用会社は、業務の適正性の確保と効率的運営を図るため、「内部監査規程」を制定し、

適切な自己点検制度の確立を図っています。 
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（３）【大株主の状況】

 

本書の日付現在の本資産運用会社の大株主の状況は、以下のとおりです。 

 

名称 住所 
所有株式数 
（株） 

比率（％） 

三井不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号 8,000 100.0 

合  計 8,000 100.0 

 

（４）【役員の状況】

 

本書の日付現在における本資産運用会社の役員の状況は、以下のとおりです。 

 

役職名 氏名 主要略歴 
所有 
株式数 

代表取締役 

社長 
圖子 智衆 

昭和57年４月 三井物産株式会社入社 

－ 

平成元年11月 三井不動産株式会社入社 

ビルディング事業部 

平成５年10月 同社 ビルディング第２営業部 

平成７年４月 同社 資産情報運用部 

平成12年10月 三井不動産投資顧問株式会社 出向 取締役 

平成14年10月 三井不動産株式会社 国際事業部 

平成14年12月 Mitsui Fudosan (ASIA) Pte. Ltd. 出向 取締役 

平成15年４月 同社 出向 社長 

平成15年４月 TID Pte. Ltd. 出向 社長 

平成22年４月 三井不動産株式会社 国際事業部 

平成27年４月 同社 ロジスティクス本部 ロジスティクスリート準備室

長 

平成27年８月 三井不動産ロジスティクスリートマネジメント株式会社 

代表取締役社長（現任） 

取締役 

投資運用本部長 
柴田 雄二 

平成元年４月 三井不動産株式会社 商業施設事業本部ホテル事業部開発

課 入社 

－ 

平成５年10月 同社 ビルディング事業本部新宿オフィス 

平成12年４月 株式会社エム・エフ・ビルマネジメント（現三井不動産ビ

ルマネジメント株式会社） 出向 

平成18年４月 三井不動産株式会社 ビルディング本部ビルディング事業

一部 

平成22年４月 日本ビルファンドマネジメント株式会社 出向 投資本部

不動産運用チームゼネラルマネジャー 

平成24年４月 三井不動産投資顧問株式会社 出向 資産運用部次長（平

成25年４月１日資産運用部長、平成27年４月１日資産運用

部長兼企画推進部長） 

平成29年４月 三井不動産ロジスティクスリートマネジメント株式会社 

取締役投資運用本部長（現任） 

取締役 

財務本部長 
牧野 辰 

平成元年４月 三井不動産株式会社入社 

－ 

平成12年10月 三井不動産株式会社 不動産証券化推進部 

平成17年10月 

 

三井不動産商業プロパティファンドマネジメント株式会社 

取締役財務本部長 

平成20年３月 三井不動産フロンティアリートマネジメント株式会社 

取締役財務部長 

平成27年４月 三井不動産株式会社 ロジスティクス本部ロジスティクス

リート準備室 

平成27年８月 三井不動産ロジスティクスリートマネジメント株式会社 

取締役財務本部長（現任） 
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役職名 氏名 主要略歴 
所有 
株式数 

取締役 

（非常勤） 
山中 拡 

昭和59年４月 三井不動産株式会社入社 

住宅第二事業部 

－ 

平成２年４月 同社 広島支店 

平成４年10月 同社 人事部 

平成９年４月 同社 札幌支店 

平成12年４月 三井不動産住宅サービス株式会社（現三井不動産レジデン

シャルサービス株式会社） 出向 

平成16年４月 三井不動産株式会社 横浜支店 

平成18年10月 三井不動産レジデンシャル株式会社 出向 

平成20年４月 株式会社ユニリビング 取締役 

平成25年４月 三井不動産株式会社 関連事業部（現任） 

  日本ビルファンドマネジメント株式会社 取締役（現任） 

  三井不動産フロンティアリートマネジメント株式会社 

取締役（現任） 

  株式会社三井不動産アコモデーションファンドマネジメン

ト 取締役（現任） 

平成28年４月 三井不動産ロジスティクスリートマネジメント株式会社 

取締役（現任） 

監査役 

（非常勤） 
國兼 洋一 

昭和59年４月 三井不動産株式会社入社 

住宅業務部 

－ 

昭和61年４月 同社 開発企画部 

平成５年４月 同社 国際事業部 

平成６年４月 三井不動産ハワイ株式会社 出向 

平成12年４月 三井不動産投資顧問株式会社 出向 

平成12年10月 三井不動産株式会社 ビルディング本部 ビルファンド事

業室 

平成12年12月 エムエフ資産運用株式会社（現日本ビルファンドマネジメ

ント株式会社） 出向 

平成15年４月 三井不動産株式会社 広報部 

平成21年４月 同社 不動産ソリューションサービス本部法人ソリューシ

ョン部 

平成27年４月 同社 関連事業部（現任） 

  日本ビルファンドマネジメント株式会社 監査役（現任） 

  三井不動産フロンティアリートマネジメント株式会社 

監査役（現任） 

  株式会社三井不動産アコモデーションファンドマネジメン

ト 監査役（現任） 

平成28年４月 三井不動産ロジスティクスリートマネジメント株式会社 

監査役（現任） 

チーフ・コンプ

ライアンス・オ

フィサー 

石原 聡 

昭和63年４月 

 

三井不動産株式会社入社 

ビルディング事業部 

－ 

平成16年４月 同社 商業施設本部業務推進室 

平成21年10月 同社 総務部 

平成27年４月 同社 ロジスティクス本部ロジスティクスリート準備室 

平成27年10月 三井不動産ロジスティクスリートマネジメント株式会社 

チーフ・コンプライアンス・オフィサー（現任） 
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（５）【事業の内容及び営業の概況】

 

① 資産運用委託契約上の業務 

 

 本資産運用会社は、次に掲げる業務を行います。 

（ア）本投資法人の運用資産の運用に係る業務 

（イ）本投資法人の資金調達に係る業務 

（ウ）運用資産の状況その他の事項について、本投資法人に対する報告業務 

（エ）運用資産の状況その他の事項について、本投資法人のための報告、届出等の業務 

（オ）運用資産に係る運用計画の策定業務 

（カ）番号法に基づく個人番号（番号法に定めるものをいいます。）及び法人番号（番号法に定めるものをい

います。）の収集、利用、保管、提供、廃棄及び削除等に係る事務（個人番号関係事務（番号法に定め

るものをいいます。）を含みます。但し、本投資法人が本資産運用会社以外の者に直接委託する事務を

除きます。）に係る業務 

（キ）その他本投資法人が随時委託する業務 

（ク）上記（ア）から（キ）までに付随し又は関連する業務 

 

② 経理の概況 

 本資産運用会社の経理の概況は、以下のとおりです。 

 

（ア）主な資産、負債の概況 

 
第２期 

平成29年３月31日現在 

総資産 509,738千円 

総負債 83,120千円 

純資産 426,617千円 

 

（イ）損益の概況 

 
第２期 

自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日 

営業利益 112,236千円 

経常利益 112,054千円 

当期純利益 88,847千円 
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２【その他の関係法人の概況】

 

① 投資主名簿等管理人・資産保管会社・一般事務受託者（機関運営に関する事務受託者） 

（１）【名称、資本金の額及び事業の内容】 

名   称 ： 三井住友信託銀行株式会社 

資本金の額 ： 342,037百万円（平成29年３月31日時点） 

事業の内容 ： 銀行法（昭和56年法律第59号。その後の改正を含みます。）に基づき銀行業を営むととも

に、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和18年法律第43号。その後の改正を含み

ます。）に基づき信託業務を営んでいます。 

 

（２）【関係業務の概要】 

（ア）投資主名簿等管理人として、以下に掲げる一般事務に係る業務を行います。 

１．投資主名簿の作成、管理及び備置に関する事務 

２．投資主名簿への投資主及び登録投資口質権者又はこれらの者の代理人等（以下、「投資主等」といい

ます。）の投資主名簿記載事項の記録並びに投資主名簿と振替口座簿に記録すべき振替投資口数との

照合に関する事務 

３．投資主等の住所及び氏名の記録又はその変更事項の記録に関する事務 

４．投資主等の提出する届出の受理その他の投資主等の権利行使に関する請求その他の投資主等からの申

出の受付に関する事務 

５．投資主総会の招集通知、決議通知及びこれらに付随する投資主総会参考書類等各種送付物の送付及び

これらの返戻履歴の管理に関する事務 

６．議決権行使書面の作成、受理及び集計に関する事務 

７．金銭の分配（以下「分配金」といいます。）の計算及び支払に関する事務 

８．分配金支払事務取扱銀行等における支払期間経過後の分配金の確定及びその支払いに関する事務 

９．投資証券及び新投資口予約証券の発行に関する事務 

10．新投資口予約権原簿の作成、管理及び備置に関する事務 

11．新投資口予約権の行使に関する事務 

12．新投資口予約権原簿への新投資口予約権者及び登録新投資口予約権質権者（以下、新投資口予約権者

等」といいます。）の新投資口予約権原簿記載事項の記録並びに新投資口予約権原簿と振替口座簿に

記録すべき振替新投資口予約権数との照合に関する事務 

13．新投資口予約権者等の住所及び氏名の記録又はその変更事項の記録に関する事務 

14．新投資口予約権者等の提出する届出の受理その他の新投資口予約権者等の権利行使に関する請求その

他の新投資口予約権者等からの申出の受付に関する事務 

15．投資主名簿及び新投資口予約権原簿の閲覧又は謄写若しくは証明書の交付に関する事務 

16．自己投資口及び自己新投資口予約権の消却に関する事務 

17．投資口及び新投資口予約権に関する諸統計及び行政機関、金融商品取引所等への届出若しくは報告に

関する資料の作成事務 

18．投資口の併合、投資口の分割、募集投資口及び募集新投資口予約権の発行、合併等に関する事務等の

臨時事務 

19．投資主等に対する通知書、催告書及び報告書等の発送に関する事務 

20．委託事務を処理するため使用した本投資法人に帰属する書類の整理保管に関する事務 

21．支払調書等の作成対象となる投資主等、新投資口予約権者等の個人番号及び法人番号（以下「個人番

号等」といいます。）について、振替機関あて請求及び通知受領に関する事務 

22．本投資法人の投資主等、新投資口予約権者等に係る個人番号等の収集に関する事務 

23．本投資法人の投資主等、新投資口予約権者等の個人番号等の登録、保管及び別途定める保管期間経過

後の廃棄又は削除に関する事務 

24．行政機関等あて個人番号等の提供に関する事務 

25．その他総投資主通知等の受理その他振替機関（社債株式等振替法第２条第２項に定める振替機関をい

います。）との情報の授受に関する事項 

26．前各号に関する照会に対する応答 

27．前各号に掲げる委託事務に係る印紙税等の代理納付 

28．前各号に掲げる事項に付随する事務 

29．前各号に掲げる事項のほか、本投資法人及び投資口事務代行等受託者が協議の上定める事務 
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本投資法人の発行する未上場投資口及び未上場新投資口予約権については、上記１．から29．までに定

める委託事務の他、次に掲げる事務の代行を投資口事務代行等受託者へ委託し、投資口事務代行等受託者

はこれを引受けます。なお、本投資法人が発行する振替投資口以外の投資口及び振替新投資口予約権以外

の新投資口予約権についても同様とします。 

 

30．投資主等及び新投資口予約権者等の印鑑又はその変更登録に関する事務 

31．投資証券不所持に関する事務 

32．投資証券及び新投資口予約権証券の交付及び保管に関する事務 

33．信託財産の表示又はその抹消に関する事務 

34．上記30．から33．までに掲げる事項に付随する事務 

 

（イ）資産保管会社として、以下に掲げる本投資法人の資産の保管に係る業務を行います。 

１．資産保管業務 

２．金銭出納管理業務 

３．その他上記１．及び２．に付随関連する業務 

 

（ウ）一般事務受託者（機関運営に関する事務受託者）として、以下に掲げる一般事務に係る業務を行います。 

１．本投資法人の機関（役員会及び投資主総会をいいます。）の運営に関する事務（但し、投資主総会関

係書類の発送、議決権行使書の受理、集計等、本投資法人が別途投資口等に関係する事務の代行業務

受託者に委託する事務を除きます。） 

２．その他上記１．に付随関連する事務 

 

（３）【資本関係】 

該当事項はありません。 

 

② 一般事務受託者（計算、会計・納税に関する事務受託者） 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

名   称 ： 税理士法人平成会計社 

資本金の額 ： 該当事項はありません。 

事業の内容 ： 税理士法（昭和26年法律第237号、その後の改正を含みます。）に基づき税務に関する業務

を営んでいます。 

 

（２）関係業務の概要 

一般事務受託者（計算、会計・納税に関する事務受託者）として、以下に掲げる一般事務に係る業務を行い

ます。 

 

１．本投資法人の計算に関する事務（投信法に規定する事務） 

２．本投資法人の会計帳簿の作成に関する事務（投信法及び投信法施行規則に規定する事務） 

３．本投資法人の納税に関する事務（投信法及び投信法施行規則に規定する事務） 

４．その他、上記の事務に関連し又は付随する事務 

 

（３）資本関係 

該当事項はありません。 
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③ 特定関係法人 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

名称 
資本金の額（注） 

（平成29年６月30日時点） 
事業の内容 

三井不動産株式会社 339,766百万円 
不動産の取得、所有、処分、賃借、分譲及

び管理 他 

（注）資本金の額は単位未満を切り捨てています。 

 

（２）関係業務の概要 

三井不動産に係る関係業務の概要については、前記「第一部 ファンド情報／第１ ファンドの状況／１ 

投資法人の概況／（３）投資法人の仕組み／② 本投資法人及び本投資法人の関係法人の名称、運営上の役割

及び関係業務の内容」をご参照ください。 

 

（３）資本関係 

三井不動産は、平成29年７月31日現在で、本投資法人の投資口のうち28,900口を保有しています。 
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第５【投資法人の経理状況】
 

１．財務諸表の作成方法について 

 本投資法人の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。

その後の改正を含みます。）及び同規則第２条の規定により、「投資法人の計算に関する規則」（平成18年内閣府

令第47号、その後の改正を含みます。）に基づいて作成しています。 

 

２．監査証明について 

 本投資法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２期計算期間（平成29年２月１日から平成

29年７月31日まで）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人の監査を受けています。 

 

３．連結財務諸表について 

 本投資法人は子会社がありませんので、連結財務諸表は作成していません。 
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１【財務諸表】

（１）【貸借対照表】

    （単位：千円） 

  前期 
(平成29年１月31日) 

当期 
(平成29年７月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,066,015 2,365,427 

信託現金及び信託預金 2,018,416 1,415,316 

営業未収入金 35,811 71,023 

前払費用 7,511 3,539 

繰延税金資産 27 10 

未収消費税等 3,076,364 － 

その他 317 5,094 

流動資産合計 6,204,464 3,860,412 

固定資産    

有形固定資産    

信託建物 37,104,731 37,113,032 

減価償却累計額 △447,256 △897,803 

信託建物（純額） 36,657,474 36,215,229 

信託構築物 1,159,158 1,159,225 

減価償却累計額 △46,384 △94,027 

信託構築物（純額） 1,112,773 1,065,197 

信託機械及び装置 1,813,671 1,813,671 

減価償却累計額 △59,840 △121,583 

信託機械及び装置（純額） 1,753,831 1,692,088 

信託工具、器具及び備品 640 951 

減価償却累計額 △7 △50 

信託工具、器具及び備品（純額） 632 901 

信託土地 35,948,155 35,948,155 

信託建設仮勘定 － 9,205 

有形固定資産合計 75,472,868 74,930,778 

無形固定資産    

ソフトウエア 10,476 9,356 

無形固定資産合計 10,476 9,356 

投資その他の資産    

差入敷金及び保証金 10,000 10,000 

その他 1,050 1,050 

投資その他の資産合計 11,050 11,050 

固定資産合計 75,494,395 74,951,185 

資産合計 81,698,860 78,811,597 
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    （単位：千円） 

  前期 
(平成29年１月31日) 

当期 
(平成29年７月31日) 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 131,461 58,706 

短期借入金 3,000,000 － 

未払金 262,266 272,088 

未払費用 133 133 

未払法人税等 1,584 822 

未払消費税等 － 159,248 

前受金 400,972 421,950 

その他 82 160 

流動負債合計 3,796,501 913,110 

固定負債    

長期借入金 17,000,000 17,000,000 

信託預り敷金及び保証金 1,441,755 1,450,521 

固定負債合計 18,441,755 18,450,521 

負債合計 22,238,257 19,363,632 

純資産の部    

投資主資本    

出資総額 58,350,540 58,350,540 

出資総額控除額 － △54,432 

出資総額（純額） 58,350,540 58,296,108 

剰余金    

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,110,063 1,151,857 

剰余金合計 1,110,063 1,151,857 

投資主資本合計 59,460,603 59,447,965 

純資産合計 ※２ 59,460,603 ※２ 59,447,965 

負債純資産合計 81,698,860 78,811,597 
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（２）【損益計算書】

    （単位：千円） 

 
前期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

当期 
自 平成29年２月１日 
至 平成29年７月31日 

営業収益    

賃貸事業収入 ※１ 2,308,592 ※１ 2,456,809 

その他賃貸事業収入 ※１ 74,627 ※１ 91,812 

営業収益合計 2,383,220 2,548,622 

営業費用    

賃貸事業費用 ※１ 801,073 ※１ 1,071,529 

資産運用報酬 219,777 223,258 

資産保管手数料 4,979 4,084 

一般事務委託手数料 8,958 15,180 

役員報酬 9,900 5,400 

会計監査人報酬 3,000 9,100 

その他営業費用 27,668 38,592 

営業費用合計 1,075,359 1,367,146 

営業利益 1,307,860 1,181,476 

営業外収益    

受取利息 6 17 

還付加算金 － 1,862 

その他 0 105 

営業外収益合計 6 1,984 

営業外費用    

支払利息 24,015 24,823 

創立費 56,348 － 

投資口交付費 47,583 － 

投資口公開関連費用 56,331 － 

融資関連費用 6,465 4,016 

固定資産除却損 － 2,063 

その他 5,502 － 

営業外費用合計 196,246 30,904 

経常利益 1,111,620 1,152,556 

税引前当期純利益 1,111,620 1,152,556 

法人税、住民税及び事業税 1,585 825 

法人税等調整額 △27 16 

法人税等合計 1,557 841 

当期純利益 1,110,063 1,151,714 

前期繰越利益 － 143 

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,110,063 1,151,857 
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（３）【投資主資本等変動計算書】

前期（自 平成28年３月４日 至 平成29年１月31日）

        （単位：千円） 

  投資主資本 

純資産合計 
 

出資総額 

剰余金 

投資主資本合計 
 

当期未処分利益
又は当期未処理
損失（△） 

剰余金合計 

当期首残高 － － － － － 

当期変動額          

新投資口の発行 58,350,540     58,350,540 58,350,540 

当期純利益   1,110,063 1,110,063 1,110,063 1,110,063 

当期変動額合計 58,350,540 1,110,063 1,110,063 59,460,603 59,460,603 

当期末残高 ※１ 58,350,540 1,110,063 1,110,063 59,460,603 59,460,603 

 

当期（自 平成29年２月１日 至 平成29年７月31日）

            （単位：千円） 

  投資主資本 

純資産合計 
  出資総額 剰余金 

投資主資本
合計 

  出資総額 
出資総額
控除額 

出資総額
（純額） 

当期未処分
利益又は当
期未処理損
失（△） 

剰余金合計 

当期首残高 58,350,540 － 58,350,540 1,110,063 1,110,063 59,460,603 59,460,603 

当期変動額              

利益超過分配   △54,432 △54,432     △54,432 △54,432 

剰余金の配当       △1,109,920 △1,109,920 △1,109,920 △1,109,920 

当期純利益       1,151,714 1,151,714 1,151,714 1,151,714 

当期変動額合計 － △54,432 △54,432 41,794 41,794 △12,637 △12,637 

当期末残高 ※１ 58,350,540 △54,432 58,296,108 1,151,857 1,151,857 59,447,965 59,447,965 
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（４）【金銭の分配に係る計算書】

（単位：円）

 
前期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

当期 
自 平成29年２月１日 
至 平成29年７月31日 

Ⅰ 当期未処分利益 1,110,063,072 1,151,857,774 

Ⅱ 利益超過分配金加算額    

出資総額控除額 54,432,000 45,696,000 

Ⅲ 分配金の額 1,164,352,000 1,197,504,000 

（投資口１口当たり分配金の額） （5,198） （5,346） 

うち利益分配金 1,109,920,000 1,151,808,000 

（うち１口当たり利益分配金） （4,955） （5,142） 

うち利益超過分配金 54,432,000 45,696,000 

（うち１口当たり利益超過分配金） （243） （204） 

Ⅳ 次期繰越利益 143,072 49,774 

 

分配金の額の算出方法 

 本投資法人の規約第35条第１項

に定める金銭の分配の方針に基づ

き、分配金額は、租税特別措置法

第67条の15に規定されている本投

資法人の配当可能利益の金額の100

分の90に相当する金額を超えるも

のとします。

 かかる方針をふまえ、当期未処

分利益を超えない額で、かつ期末

発行済投資口の総口数の整数倍の

最大値となる1,109,920,000円を、

利益分配金として分配することと

しました。

 なお、本投資法人は、本投資法

人の規約第35条第２項に定める金

銭の分配の方針に基づき、毎期継

続的に利益を超える金銭の分配

（税法上の出資等減少分配に該当

する出資の払戻し）を行います。

 かかる方針をふまえ、FFOの70％

である1,164,485,764円から利益分

配金額1,109,920,000円を控除した

残額にほぼ相当する額として算定

される54,432,000円を、利益を超

える金銭の分配（税法上の出資等

減少分配に該当する出資の払戻

し）として分配することとしまし

た。

 本投資法人の規約第35条第１項

に定める金銭の分配の方針に基づ

き、分配金額は、租税特別措置法

第67条の15に規定されている本投

資法人の配当可能利益の金額の100

分の90に相当する金額を超えるも

のとします。

 かかる方針をふまえ、当期未処

分利益を超えない額で、かつ期末

発行済投資口の総口数の整数倍の

最大値となる1,151,808,000円を、

利益分配金として分配することと

しました。

 なお、本投資法人は、本投資法

人の規約第35条第２項に定める金

銭の分配の方針に基づき、毎期継

続的に利益を超える金銭の分配

（税法上の出資等減少分配に該当

する出資の払戻し）を行います。

 かかる方針をふまえ、FFOの70％

である1,199,696,467円から利益分

配金額1,151,808,000円及び固定資

産除却損2,063,838円を控除した残

額にほぼ相当する額として算定さ

れる45,696,000円を、利益を超え

る金銭の分配（税法上の出資等減

少分配に該当する出資の払戻し）

として分配することとしました。

（注）本投資法人は、経済環境、不動産市場及び賃貸市場等の動向、保有資産の状況並びに財務の状況等により本投資法人が適切と判断する場

合、投信協会の諸規則に定める額を上限として、本投資法人が決定する額を、分配可能金額を超えて金銭の分配をすることができます。 

また、金銭の分配金額が法令に定める投資法人に係る課税の特例規定における要件を満たさない場合には、当該要件を満たす目的をもっ

て本投資法人が決定した金額により、分配可能金額を超えて金銭の分配をすることができます。 
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（５）【キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

当期 
自 平成29年２月１日 
至 平成29年７月31日 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 1,111,620 1,152,556 

減価償却費 554,211 561,193 

固定資産除却損 － 2,063 

受取利息 △6 △17 

支払利息 24,015 24,823 

営業未収入金の増減額（△は増加） △35,811 △35,211 

前払費用の増減額（△は増加） △7,511 3,972 

未収消費税等の増減額（△は増加） △3,076,364 3,076,364 

未払消費税等の増減額（△は減少） － 159,248 

営業未払金の増減額（△は減少） 44,883 4,051 

未払金の増減額（△は減少） 262,266 △672 

前受金の増減額（△は減少） 400,972 20,977 

その他 △234 △4,698 

小計 △721,959 4,964,652 

利息の受取額 6 17 

利息の支払額 △23,881 △24,823 

法人税等の支払額 0 △1,587 

営業活動によるキャッシュ・フロー △745,835 4,938,258 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

信託有形固定資産の取得による支出 △75,939,779 △87,647 

無形固定資産の取得による支出 △11,200 － 

信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △11,743 △510 

信託預り敷金及び保証金の受入による収入 1,453,499 9,275 

敷金及び保証金の差入による支出 △10,000 － 

その他 △1,050 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △74,520,273 △78,882 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 13,200,000 3,000,000 

短期借入金の返済による支出 △10,200,000 △6,000,000 

長期借入れによる収入 17,000,000 － 

投資口の発行による収入 58,350,540 － 

利益分配金の支払額 － △1,108,705 

利益超過分配金の支払額 － △54,357 

財務活動によるキャッシュ・フロー 78,350,540 △4,163,062 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,084,431 696,313 

現金及び現金同等物の期首残高 － 3,084,431 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 3,084,431 ※１ 3,780,744 
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（６）【注記表】

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産（信託財産を含みます。） 

定額法を採用しています。なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以

下のとおりです。 

建物 ２～59年 

構築物 ９～20年 

機械及び装置 14～16年 

工具、器具及び備品 ５～15年 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しています。 

２．繰延資産の処理方法 （１）創立費 

発生時に全額費用処理しています。 

（２）投資口交付費 

発生時に全額費用処理しています。 

３．収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法 

 保有する不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権に係る固定資産

税、都市計画税及び償却資産税等については、賦課決定された税額のうち当

該計算期間に対応する額を賃貸事業費用として費用処理する方法を採用して

います。 

 なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得に伴い、本投

資法人が負担した初年度の固定資産税等相当額については、費用に計上せず

当該不動産等の取得原価に算入しています。前期において不動産等の取得原

価に算入した固定資産税等相当額は190,271千円であり、当期は該当ありませ

ん。 

４．キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）の

範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金及び信託現金、随時引出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。 

５．その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

（１）不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方法 

 保有する不動産等を信託財産とする信託受益権については、信託財産

内の全ての資産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費

用勘定について、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計上して

います。 

 なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記の科

目については、貸借対照表において区分掲記しています。 

①信託現金及び信託預金 

②信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具及び

備品、信託土地 

③信託建設仮勘定 

④信託預り敷金及び保証金 

（２）消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１コミットメントライン契約 

本投資法人は、取引銀行の２行とコミットメントライン契約を締結しています。 

  （単位:千円） 
 

 
前 期 

（平成29年１月31日） 

当 期 

（平成29年７月31日） 

コミットメントライン契約の総額 

借入実行残高 

6,000,000 

－ 

6,000,000 

－ 

借入未実行残高 6,000,000 6,000,000 

 

※２ 投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定める最低純資産額 

    （単位:千円） 
 

 
前 期 

（平成29年１月31日） 
当 期 

（平成29年７月31日） 

  50,000 50,000 

 

（損益計算書に関する注記） 

※１ 不動産賃貸事業損益の内訳 

（単位:千円） 
 

 
前期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

当期 
自 平成29年２月１日 
至 平成29年７月31日 

A．不動産賃貸事業収益        

 賃貸事業収入        

  賃料収入 2,221,941   2,364,624  

  共益費収入 86,650 2,308,592 92,185 2,456,809 

 その他賃貸事業収入        

  水道光熱費収入 56,616   69,332  

  駐車場収入 8,543   10,144  

  その他賃貸収入 9,467 74,627 12,335 91,812 

  不動産賃貸事業収益合計   2,383,220   2,548,622 

B．不動産賃貸事業費用        

 賃貸事業費用        

  外注委託費 144,243   146,503  

  水道光熱費 56,616   68,210  

  修繕費 36,308   41,093  

  公租公課 －   245,516  

  減価償却費 553,488   560,073  

  その他賃貸事業費用 10,417   10,132  

  不動産賃貸事業費用合計   801,073   1,071,529 

C．不動産賃貸事業損益 （A－B）   1,582,146   1,477,093 
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 ２ 主要投資主との取引高 

（単位:千円） 
 

 
前期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

当期 
自 平成29年２月１日 
至 平成29年７月31日 

営業取引による取引高    

 営業収益 80,689 127,544 

 営業費用 56,756 50,422 

営業取引以外による取引高    

 不動産信託受益権の購入 32,089,499 － 

 

（投資主資本等変動計算書に関する注記） 

※１ 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数 

 
前期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

当期 
自 平成29年２月１日 
至 平成29年７月31日 

発行可能投資口総口数 8,000,000口 8,000,000口 

発行済投資口の総口数 224,000口 224,000口 

 

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

    （単位:千円） 
 

 
前期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

当期 
自 平成29年２月１日 
至 平成29年７月31日 

現金及び預金 1,066,015 2,365,427 

信託現金及び信託預金 2,018,416 1,415,316 

現金及び現金同等物 3,084,431 3,780,744 

 

（リース取引に関する注記） 

オペレーティング・リース取引（貸主側） 

未経過リース料 

    （単位:千円） 
 

 
前期 

（平成29年１月31日） 
当期 

（平成29年７月31日） 

１年内 4,365,595 4,473,267 

１年超 13,458,267 10,431,810 

合計 17,823,863 14,905,077 
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（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

 本投資法人は、資産の取得又は債務の返済等に当たっては、投資口の発行、借入れ又は投資法人債の発

行等による資金調達を行います。 

 余資運用については、有価証券及び金銭債権を投資対象としていますが、安全性を考慮して、原則とし

て預金にて運用を行います。 

 デリバティブ取引については、金利変動等のリスクを回避するために限定して利用することがあります

が、投機的な取引は行いません。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 預金は、本投資法人の余資を運用するものであり、預入先金融機関の破綻等の信用リスクに晒されてい

ますが、預入期間を短期に限定し、信用格付の高い預入先金融機関と取引することで、信用リスクを限定

しています。 

 借入金は、主に不動産等の取得又は既存の借入れのリファイナンス等を目的としたものであり、返済時

に流動性リスクに晒されていますが、資金調達手段の多様化、返済期限や借入先の分散化、コミットメン

トラインの設定、手許流動性の確保によって流動性リスクの軽減を図るとともに、月次で資金繰計画を作

成するなどの方法に流動性リスクを管理しています。 

 また、借入金のうち変動金利によるものは、支払金利の上昇リスクに晒されていますが、総資産有利子

負債比率を低位に保ち、長期固定金利比率を高位に保つことで、市場金利の上昇が本投資法人の運営に与

える影響を限定的にしています。 

 信託預り敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、テナント退去による流動性リスクに晒され

ていますが、月次で資金繰計画を作成するなどの方法により流動性リスクを管理しています。 

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれています。当該価額の算定においては変動要因も織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することもあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

前期（平成29年１月31日） 

 平成29年１月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表に含めていません。（注２） 

（単位：千円） 
 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

（１）現金及び預金 1,066,015 1,066,015 ― 

（２）信託現金及び信託預金 2,018,416 2,018,416 ― 

資産計 3,084,431 3,084,431 ― 

（３）短期借入金 3,000,000 3,000,000 ― 

（４）長期借入金 17,000,000 16,724,027 △275,972 

負債計 20,000,000 19,724,027 △275,972 
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当期（平成29年７月31日） 

 平成29年７月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表に含めていません。（注２） 

（単位：千円） 
 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

（１）現金及び預金 2,365,427 2,365,427 ― 

（２）信託現金及び信託預金 1,415,316 1,415,316 ― 

資産計 3,780,744 3,780,744 ― 

（４）長期借入金 17,000,000 16,833,863 △166,136 

負債計 17,000,000 16,833,863 △166,136 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

（１）現金及び預金、（２）信託現金及び信託預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

（３）短期借入金 

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。 

（４）長期借入金 

元利金の合計額を新規に同様の借入れを行った場合に想定される利率で割引いた現在価値により算定しています。 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

    （単位：千円） 
 

区分 前期 
（平成29年１月31日） 

当期 
（平成29年７月31日） 

信託預り敷金及び保証金 1,441,755 1,450,521 

テナントから預託されている信託預り敷金及び保証金は、市場価格がなく、かつ、賃貸借契約の期間の定めがあっても中途解約や更

新・再契約の可能性があり、実質的な預託期間を算定することができないことから、合理的な将来キャッシュ・フローを見積もること

が困難と認められるため、時価開示の対象とはしていません。 

 

（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額 

前期（平成29年１月31日） 

  （単位：千円） 
 

  １年以内 

現金及び預金 1,066,015 

信託現金及び信託預金 2,018,416 

 

当期（平成29年７月31日） 

  （単位：千円） 
 

  １年以内 

現金及び預金 2,365,427 

信託現金及び信託預金 1,415,316 
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（注４）借入金の決算日後の返済予定額 

前期（平成29年１月31日） 

（単位：千円） 
 

  １年以内 
１年超 

２年以内 
２年超 

３年以内 
３年超 

４年以内 
４年超 

５年以内 
５年超 

短期借入金 3,000,000 ― ― ― ― ― 

長期借入金 ― ― ― ― ― 17,000,000 

 

当期（平成29年７月31日） 

（単位：千円） 
 

  １年以内 
１年超 

２年以内 
２年超 

３年以内 
３年超 

４年以内 
４年超 

５年以内 ５年超 

長期借入金 ― ― ― ― ― 17,000,000 

 

（有価証券に関する注記） 

前期（平成29年１月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当期（平成29年７月31日） 

 該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引に関する注記） 

前期（平成29年１月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当期（平成29年７月31日） 

 該当事項はありません。 

 

（退職給付に関する注記） 

前期（平成29年１月31日） 

該当事項はありません。 

 

当期（平成29年７月31日） 

該当事項はありません。 
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（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

    （単位:千円） 
 

 
前期 

平成29年１月31日 
当期 

平成29年７月31日 

繰延税金資産    

未払事業税損金不算入額 27 10 

繰延税金資産合計 27 10 

繰延税金資産の純額 27 10 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

    （単位:％） 
 

 
前期 

平成29年１月31日 
当期 

平成29年７月31日 

法定実効税率 32.31 31.74 

（調整）    

支払分配金の損金算入額 △32.26 △31.72 

その他 0.09 0.05 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.14 0.07 

 

（持分法損益等に関する注記） 

前期（平成29年１月31日） 

該当事項はありません。 

 

当期（平成29年７月31日） 

該当事項はありません。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社及び法人主要投資主等 

前期（自 平成28年３月４日  至 平成29年１月31日） 

 

属性 
会社等の 
名称 

所在地 
資本金又は
出資金 

（百万円） 

事業の 
内容 

又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関連当事
者との 
関係 

取引の 
内容 

（注２） 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

法人主要

投資主 

三井不動

産株式会

社 

東京都 

中央区 
339,766 不動産業 12.90％ 

ロジステ

ィクスマ

ネジメン

ト業務の

委託 

ロジステ

ィクスマ

ネジメン

ト報酬 

55,762 

営業未

払金 
14,856 

その他賃

貸事業費

用等 

993 

賃貸収入

等 
80,689 

営業未

収入金 
26,252 

不動産の

購入 
32,089,499 ― ― 

（注１）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

（注２）取引条件の決定方法等：市場の実勢に基づいて決定しています。 

 

当期（自 平成29年２月１日  至 平成29年７月31日） 

 

属性 
会社等の 
名称 

所在地 
資本金又は
出資金 

（百万円） 

事業の 
内容 

又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関連当事
者との 
関係 

取引の 
内容 

（注２） 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

法人主要

投資主 

三井不動

産株式会

社 

東京都 

中央区 
339,766 不動産業 12.90％ 

ロジステ

ィクスマ

ネジメン

ト業務の

委託 

ロジステ

ィクスマ

ネジメン

ト報酬 

49,574 

営業未

払金 
8,529 修繕工事

等 
165 

その他賃

貸事業費

用等 

683 

賃貸収入

等 
127,439 

営業未

収入金 
52,355 

その他収

入 
104 

（注１）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

（注２）取引条件の決定方法等：市場の実勢に基づいて決定しています。 

 

２．関連会社等 

前期（自 平成28年３月４日  至 平成29年１月31日） 

該当事項はありません。 

 

当期（自 平成29年２月１日  至 平成29年７月31日） 

該当事項はありません。 
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３．兄弟会社等 

前期（自 平成28年３月４日  至 平成29年１月31日） 

 

属性 
会社等の 
名称 

所在地 
資本金又は
出資金 

（百万円） 

事業の 
内容 

又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関連当事
者との 
関係 

取引の 
内容 

（注２） 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

法人主要

投資主の

子会社 

三井不動

産ロジス

ティクス

リートマ

ネジメン

ト株式会

社 

東京都 

中央区 
200 

投資 

運用業 
― 

資産運用

業務の 

委託 

設立企画

人報酬の

支払 

50,000 ― ― 

資産運用

報酬 

（注３） 

408,552 未払金 237,360 

法人主要

投資主の

子会社 

三井不動

産ビルマ

ネジメン

ト株式会

社 

東京都 

中央区 
490 

不動産 

管理業 
― 

建物管理

業務の 

委託 

建物管理

委託報酬 
325 

営業未

払金 
999 

修繕工事

等 
13,992 

法人主要

投資主の

子会社 

三井不動

産ファシ

リティー

ズ株式会

社 

東京都 

中央区 
490 

不動産 

管理業 
― 

建物管理

業務の 

委託 

建物管理

委託報酬 
52,293 

営業未

払金 
15,069 

修繕工事

等 
14,802 

その他賃

貸事業費

用等 

956 

法人主要

投資主の

子会社 

ファース

ト・ファ

シリティ

ーズ・ウ

エスト株

式会社 

大阪府 

大阪市 
200 

不動産 

管理業 
― 

建物管理

業務の 

委託 

建物管理

委託報酬 
7,161 

営業未

払金 
1,286 

修繕工事

等 
192 

その他賃

貸事業費

用等 

118 

法人主要

投資主の

子会社 

印西特定

目的会社 

東京都 

中央区 
853 不動産業 ― ― 

不動産の

購入 
2,303,661 

営業未

払金 
7,528 

法人主要

投資主の

子会社 

久喜特定

目的会社 

東京都 

中央区 
31 不動産業 ― ― 

不動産の

購入 
13,128,185 ― ― 

法人主要

投資主の

子会社 

堺築港八

幡特定目

的会社 

東京都 

中央区 
1,661 不動産業 ― ― 

不動産の

購入 
4,750,582 ― ― 

法人主要

投資主の

子会社 

大黒合同

会社 

東京都 

中央区 
3 不動産業 ― ― 

不動産の

購入 
10,585,606 ― ― 

（注１）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

（注２）取引条件の決定方法等 

（１）資産運用報酬額は、本投資法人の規約で定められた条件によっています。 

（２）その他の取引条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。 

（注３）資産運用報酬額は、個々の不動産等の帳簿価額に算入した物件取得に係る運用報酬188,775千円を含んでいます。 
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当期（自 平成29年２月１日  至 平成29年７月31日） 

 

属性 
会社等の 
名称 

所在地 
資本金又は
出資金 

（百万円） 

事業の 
内容 

又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関連当事
者との 
関係 

取引の 
内容 

（注２） 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

法人主要

投資主の

子会社 

三井不動

産ロジス

ティクス

リートマ

ネジメン

ト株式会

社 

東京都 

中央区 
200 

投資 

運用業 
― 

資産運用

業務の 

委託 

資産運用

報酬 
223,258 未払金 241,119 

法人主要

投資主の

子会社 

三井不動

産ビルマ

ネジメン

ト株式会

社 

東京都 

中央区 
490 

不動産 

管理業 
― 

建物管理

業務の 

委託 

修繕工事

等 
20,186 

営業未

払金 
10,935 

法人主要

投資主の

子会社 

三井不動

産ファシ

リティー

ズ株式会

社 

東京都 

中央区 
490 

不動産 

管理業 
― 

建物管理

業務の 

委託 

建物管理

委託報酬 
54,490 

営業未

払金 
11,867 

修繕工事

等 
9,727 

その他賃

貸事業費

用等 

942 

その他収

入 
218 ― ― 

法人主要

投資主の

子会社 

三井不動

産ファシ

リティー

ズ・ウエ

スト株式

会社 

（注３） 

大阪府 

大阪市 
200 

不動産 

管理業 
― 

建物管理

業務の 

委託 

建物管理

委託報酬 
6,259 

営業未

払金 
1,635 

修繕工事

等 
163 

その他賃

貸事業費

用等 

121 

法人主要

投資主の

子会社 

第一園芸

株式会社 

東京都 

品川区 
480 

賃貸その

他 
― 

保有不動

産の修繕

等 

修繕工事

等 
724 

営業未

払金 
490 

（注１）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

（注２）取引条件の決定方法等 

（１）資産運用報酬額は、本投資法人の規約で定められた条件によっています。 

（２）その他の取引条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。 

（注３）三井不動産ファシリティーズ・ウエスト株式会社は平成29年４月１日付でファースト・ファシリティーズ・ウエスト株式会社より社名

変更しております。 
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４．役員及び個人主要投資主等 

前期（自 平成28年３月４日  至 平成29年１月31日） 

該当事項はありません。 

 

当期（自 平成29年２月１日  至 平成29年７月31日） 

該当事項はありません。 

 

（資産除去債務に関する注記） 

前期（平成29年１月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当期（平成29年７月31日） 

 該当事項はありません。 

 

（賃貸等不動産に関する注記） 

本投資法人は、賃貸収益を得ることを目的として、物流不動産及びインダストリアル不動産を有しています。こ

れら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりです。 

    （単位:千円） 
 

 
前期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

当期 
自 平成29年２月１日 
至 平成29年７月31日 

貸借対照表計上額    

 

期首残高 ― 75,472,868 

期中増減額 75,472,868 △551,295 

期末残高 75,472,868 74,921,573 

期末時価 78,400,000 80,820,000 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 

（注２）期中増減額のうち、前期の主な増加額は不動産信託受益権９物件の取得（75,510,000千円）、主な減少額は減価償却費

（553,488千円）であり、また、当期の主な減少額は減価償却費（560,073千円）です。 

（注３）当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価額を記載しています。 

 

なお、賃貸等不動産に関する損益は、「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。 
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（セグメント情報に関する注記） 

１．セグメント情報 

本投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。 

 

２．関連情報 

前期（自 平成28年３月４日  至 平成29年１月31日） 

（１）製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を

省略しています。 

（２）地域ごとの情報 

①売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しています。 

②有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しています。 

（３）主要な顧客ごとの情報 

    （単位:千円） 
 

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント名 

株式会社日立物流 非開示（注） 不動産賃貸事業 

サン都市建物株式会社 非開示（注） 不動産賃貸事業 

株式会社ダイワコーポレーション 非開示（注） 不動産賃貸事業 

（注）賃料等を開示することについてテナントからの承諾が得られていないため、記載しておりません。 

 

当期（自 平成29年２月１日  至 平成29年７月31日） 

（１）製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を

省略しています。 

（２）地域ごとの情報 

①売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しています。 

②有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しています。 

（３）主要な顧客ごとの情報 

    （単位:千円） 
 

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント名 

株式会社日立物流 非開示（注） 不動産賃貸事業 

サン都市建物株式会社 非開示（注） 不動産賃貸事業 

株式会社ダイワコーポレーション 非開示（注） 不動産賃貸事業 

（注）賃料等を開示することについてテナントからの承諾が得られていないため、記載しておりません。 
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（１口当たり情報に関する注記） 

 
前期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

当期 
自 平成29年２月１日 
至 平成29年７月31日 

１口当たり純資産額 265,449円 265,392円 

１口当たり当期純利益 
9,017円 

（4,988円） 
5,141円 

（注１）１口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で除することにより算定しています。また、前期の１口当たり当期

純利益は、実際に運用を開始した日である平成28年８月２日時点を期首とみなして、日数による加重平均投資口数（222,525口）に

より算出した１口当たり当期純利益を括弧内に併記しています。なお、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜在

投資口がないため記載しておりません。 

（注２）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
前期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

当期 
自 平成29年２月１日 
至 平成29年７月31日 

当期純利益（千円） 1,110,063 1,151,714 

普通投資主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通投資口に係る当期純利益（千円） 1,110,063 1,151,714 

期中平均投資口数（口） 123,102 224,000 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

   該当事項はありません。 

 

- 174 -



（７）【附属明細表】

 

① 有価証券明細表 

 該当事項はありません。 

 

② デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

 該当事項はありません。 

 

③ 不動産等明細表のうち総括表 

資産の種類 
当期首残高
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

減価償却累計額 
差引当期末 

残高 
（千円） 

摘要 又は償却 
累計額 

（千円） 

当期 
償却額 

（千円） 

有形 
固定 
資産 

信託建物 37,104,731 8,301 － 37,113,032 897,803 450,546 36,215,229 （注） 

信託構築物 1,159,158 2,228 2,161 1,159,225 94,027 47,740 1,065,197 （注） 

信託機械及び装置 1,813,671 － － 1,813,671 121,583 61,742 1,692,088   

信託工具、器具及び備品 640 311 － 951 50 43 901 （注） 

信託土地 35,948,155 － － 35,948,155 － － 35,948,155   

信託建設仮勘定 － 9,205 － 9,205 － － 9,205   

小計 76,026,356 20,047 2,161 76,044,242 1,113,463 560,073 74,930,778   

無形 
固定 
資産 

ソフトウェア 11,200 － － 11,200 1,843 1,120 9,356   

小計 11,200 － － 11,200 1,843 1,120 9,356   

合計 76,037,556 20,047 2,161 76,055,442 1,115,307 561,193 74,940,135  

（注）当期の主な増加額は資本的支出によるものであり、主な減少額は既存資産の除却によるものです。 

 

④ その他特定資産の明細表 

 不動産等を主な信託財産とする信託受益権は、③ 不動産等明細表のうち総括表に含めて記載しており、当期末

現在、同表の記載以外に本投資法人が投資対象とする主な特定資産の組み入れはないため、記載を省略していま

す。 

 

⑤ 投資法人債明細表 

該当事項はありません。 
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⑥ 借入金明細表 

区分 借入先 
当期首残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

（注１） 
返済期限 使途 摘要 

短 

期 

借 

入 

金 

株式会社 

三井住友銀行 
1,000,000 － 1,000,000 － 0.1000 － 

（注３） 
無担保 

無保証 

三井住友信託銀行 

株式会社 
1,000,000 － 1,000,000 － 0.1000 － 

株式会社 

みずほ銀行 
1,000,000 － 1,000,000 － 0.1000 － 

株式会社福岡銀行 － 3,000,000 3,000,000 － 0.0800 － 

小計 3,000,000 3,000,000 6,000,000 －        

長 

期 

借 

入 

金 

株式会社 

三井住友銀行 

2,000,000 － － 2,000,000 0.2713 
平成34年 

９月１日 

（注３） 
無担保 

無保証 

1,500,000 － － 1,500,000 0.4213 
平成38年 

９月１日 

三井住友信託銀行 

株式会社 

2,000,000 － － 2,000,000 0.3050 
平成35年 

９月１日 

1,500,000 － － 1,500,000 0.3813 
平成37年 

９月１日 

株式会社 

みずほ銀行 

400,000 － － 400,000 0.1425 
平成34年 

８月２日 

1,700,000 － － 1,700,000 0.2113 
平成36年 

８月２日 

三菱ＵＦＪ信託 

銀行株式会社 
2,200,000 － － 2,200,000 0.1826 

平成35年 

３月１日 

みずほ信託銀行 

株式会社 

600,000 － － 600,000 0.3237 
平成36年 

３月１日 

700,000 － － 700,000 0.3425 
平成36年 

９月２日 

株式会社 

日本政策投資銀行 
2,100,000 － － 2,100,000 0.3125 

平成38年 

８月３日 

株式会社福岡銀行 1,300,000 － － 1,300,000 0.2169 
平成36年 

２月２日 

日本生命保険 

相互会社 
1,000,000 － － 1,000,000 0.3125 

平成38年 

８月３日 

  小計 17,000,000 － － 17,000,000        

合計 20,000,000 － － 17,000,000        

（注１）平均利率は期中加重平均利率を小数第5位で四捨五入して表示しています。 

（注２）返済期限が営業日でない場合は、翌営業日とします。 

（注３）資金使途は、いずれも不動産又は不動産信託受益権の購入資金、借入金の借換資金及び運転資金等です。 

（注４）長期借入金（１年以内に返済予定のものを除きます。）の貸借対照表日後５年以内における１年ごとの返済予定額は以下のとおりで

す。 

 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 － － － － 
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２【投資法人の現況】

【純資産額計算書】

（平成29年７月31日現在） 
 
Ⅰ 資産総額 78,811百万円 

Ⅱ 負債総額 19,363百万円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 59,447百万円 

Ⅳ 発行済数量 224,000口 

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 265,392円 
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第６【販売及び買戻しの実績】

計算期間 発行日 販売口数 買戻し口数 
発行済投資口
の総口数 

第１期計算期間 

自 平成28年３月４日 

至 平成29年１月31日 

平成28年３月４日 
600口 

（0口） 

0口 

（0口） 

600口 

（0口） 

平成28年６月15日 
600口 

（0口） 

0口 

（0口） 

1,200口 

（0口） 

平成28年８月１日 
212,800口 

（0口） 

0口 

（0口） 

214,000口 

（0口） 

平成28年８月29日 
10,000口 

（0口） 

0口 

（0口） 

224,000口 

（0口） 

第２期計算期間 

自 平成29年２月１日 

至 平成29年７月31日 

該当事項はありません。 
0口 

（0口） 

0口 

（0口） 

224,000口 

（0口） 

（注１）括弧内の数は、本邦外における販売口数です。 

（注２）平成28年６月15日を効力発生日として、投資口１口につき２口の割合による投資口分割を行いました。なお、平成28年６月15日の販売

口数には、分割により増加した口数を記載しています。 

（注３）本投資法人による投資口の買戻しの実績はありません。 

 

第７【参考情報】
 

 当計算期間の開始日から本有価証券報告書提出日までの間に、以下の書類を関東財務局長に提出しました 

平成29年４月27日 有価証券報告書（第１期 自 平成28年３月４日 至 平成29年１月31日） 
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独立監査人の監査報告書 

 

        平成29年10月23日

三井不動産ロジスティクスパーク投資法人  

  役員会 御中    

 

  有限責任 あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 

 

 
公認会計士 佐藤  茂  印 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 

 

 
公認会計士 松本 大明  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「投資法人の経理状況」に掲

げられている三井不動産ロジスティクスパーク投資法人の平成29年２月１日から平成29年７月31日までの第２期計算期間

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、金銭の分配に係る計算書、キャッシュ・フ

ロー計算書、注記表及び附属明細表について監査を行った。 

 

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三井不動

産ロジスティクスパーク投資法人の平成29年７月31日現在の財産の状態並びに同日をもって終了する計算期間の損益及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）１．上記は独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は本投資法人が

別途保管しています。 

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 

 

 


